



































二められてきた規制改革は、独占禁止法の適用領域を拡大させることになったことから、その法運用への中小企業の関心をいっそう高めさせることとなった。とりわけ、一九九〇年の日米構造問題協議における流通規制の緩和と独占禁止法の執行力強化の合意は、中小企業が期待する市場の公正な競争条件を確保するための手法が、従来 政府規制を中心としたものから独占禁止法を中心とする政策へと転換されていく 意味していた。そこで 中小企業の側からは、中小企業 利益擁護と密接な関係を有する大企業による不当廉売や差別対価、優越的地位の濫用などに対する規制強化を求めて、公正取引委員会への申告件数が急増するとともに、政府に対しても規制強化を要請することとな 。　
こうした規制の中でも、とりわけ優越的地位の濫用規制は、相対的な取引上の地位の格差を前提とした規制であ
























































































































これら規定 うち、法定類型のイ及びロは、 九八二年一般指定第一四項第一号及び第二号をそ まま引き継い
八だものである。また、ハは、下請法で禁止されている行為を参考にして、商品の受領拒否、商品の返品、対価支払の遅延、対価の減額を例示するとともに、一般条項として一九八二年一般指定第一四項第三号及び第四号を整理した文言を置いている。そして 一九八二年一般指定第一四項第五号は、二〇〇九年一般指定 一三項として、独立した指定類型となってい　
以上、優越的地位の濫用規制導入以降の経緯を簡単に整理したが、本稿の検討対象である納入取引と関係する法


















































































。また、行為要件は、 「自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して」 、 「取引の相手方に不



















定や変更、取引の実施で り、具体的には、取引以外 商品の購入要請、経済的利益の提供要請、商品 受領拒否、商品の返品、対価支払の遅延、対価 減額などが例示されている。取引以外 商品の購入要請の典型としては「押し付け販売」があり、後述 よ に、納入取引で よく取り上げられる濫用行為である。また、これ以外にも、経済的利益の提供要請や商品の返品、対価の減額などが納入 における濫用行為としてこれまで取り上げられてきた。　
一方、大規模小売業特殊指定では、納入業者に対する大規模小売業者の濫用行為をより具体化し、不当な返品
一二
（第一項） 、不当な値引き（第二項） 、不当な委託販売取引（第三項） 、特売商品等の買いたたき（第四項） 、特別注文品の受領拒否（第五項） 、押し付け販売等（第六項） 、納入業者の従業員等の不当使用等（第七項） 、不当な経済上の利益 収受等（第八項） 、要求拒否の場合の不利益な取扱い（第九項） 、公正取引委員会への報告に対する不利益な取扱い（第一〇項）を不公正な取引方法と定めている。本指定が適用される大規模小売業者は、 「一般消費者により日常使用される商品の小売業を行う者」であって、前年度の売り上げが百億円以上又は売場面積が一五〇〇平方メートル以上（政令指定都市では三〇〇〇平 メートル以上）の小 業者である（備考第一項） 。なお、本特殊指定が小売業における納入取引で 優越的地位の濫用につい 定めるも であることから、納入業者については、「その取引上の地位が当該大規模小売業者に対して劣っていないと認められる者」は対象外となる（備考第三項） 。　
ところで、優越的地位の濫用に関する法定類型と大規模小売業特殊指定との関係について見ると、法定類型は排


































方に優越している一方の当事者が、取引 相手方に対し、そ 地位を利用して、正常な商慣習に照らして不当 不利益を与えることは、当該取引の相手方の自由かつ自主的な判断による取引を阻害す とともに、当該取引の相手方はその競争者との関係において競争上不利となる一方で、行為者はその競争者との関係 おいて競争上有利となるおそれがある」と説明している。すなわち、優越的地位の濫用の公正競争阻害性は、 「相手方の自由かつ自主的な判断による取引 阻害す 」こと、 「当該取引の相手方はその競争者と 関係において競争上不利となる」こと、「行為者はその競争者との関係において競争上有利となる」ことを理由としている。　
次に、優越的地位の判断基準については、 「取引の一方の当事者（甲）が他方の当事者（乙）に対し、取引上の






業と中小企業との取引だけでなく、大企業同士、中小企業同士の取引においても、取引の一方当事者が他方の当事者に対し、取引上の が優越 いると認められる場合がある」 し いる。　
また、大規模小売業ガイドラインでは、特殊指定の適用対象となる大規模小売業者及び納入業者の範囲を明らか
にするとともに、特殊指定で規定する禁止行為 内容を、問題となる行為事例と もに明らかにしている。まず、特殊指定では、一定以上の前年度売上額又は売場面積を有し 「一般消費者により日常使用さ る商品の小売業を行う者」を大規模小売 者として適用対象としているが この「小売業を行う 」には、生協や農協であっても実態として消費者に販売している場合には該当すること サービス提供事業で付随的に商品を販売す 場合には該当しないこと、また実質的に を行っ いるコンビニエンスストア 本部は該当することなどの考え方を示している（第１、
１） 。さらに、納入業者については、納入業者の大規模小売業者との納入取引における契約当事者だけ



































































































































































































ナカが納入業者に対して行っていた不当な返品、納入価格の減額要請、従業員等の派遣要請、取引以外の商品の購入要請が一九八二年一般指定第一四項第一号及び第二号、百貨店業特殊指定第一項、第二項及び第六項に該当するとして立件されたものである。本事案においても、優越的地位の認定は、取引の必要性 すなわち納入業者 とって濫用行為者が有力な事 であり、納入業者が濫用行為者との取引の継続を強く望んでいる状況にあったことを理由としている。　
⑤は、当時、九州地区における総合ディスカウントストアの中では最大手のミスターマックスが納入業者に対し
て行っていた経済的利益の提供要請、不当な返品 従業員等の派遣要請が一九八二年一般指定第一四項第二号、百貨店業特殊指定第一項及び第六項に該当するとして立件されたも である。本事案は、総合ディスカウントストアに対して勧告が行われた最初の事例で、優越的地位は、納入業者 とっ 濫用行為者が有力な事 者であり、取引の継続を強く望んでいる状況にあったこと より認定された　
⑥は、北海道の区域における観光ホテル事業者の中で当時の売上高及び収容人員が第一位のカラカ 観光が納入











て行っていたセール用商品の著しい低価格での納入要請と従業員等の派遣要請が一九八二年一般指定第一四項第二号、百貨店業特殊指定第四項及び第六項に該当するとして、立件されたものである。本事案における優越的地位の認定は 濫用行為者が納入業者 とって有力な事業者であり、納入業者 納入取引への依存度が高いことが理由とされている。　
⑨は、四国地区における総合量販店として当時の売上高が第一位のフジが納入業者に対して行っていた対価 減
額要請と従業員等の派遣要請が百貨店業特殊指定第二項及び第六項に該当する し 立件されたも で、濫用行為者が有力な事業者であ 一方で、納入業者の多 が中小企業であり、濫用行為者以外の新規取引先を見出すこと困難であることなどが優越的地位の認定理由として挙げられ いる。　
⑩は、愛知、岐阜、三重の東海三県で運営する食品スーパーが当時の売上高で第一位、ホームセンターの売上高




派遣要請、協賛金の提供要請が一九八二年一般指定第一四項第二号、百貨店業特殊指定第六項（改正後は、大規模小売業特殊指定第七 ） 該当するとして立件されたものである。 〇〇五年に排除勧告が行われた 、事業者側がこれを応諾しなかったことから審判 開始され、その後被審人から同意審決の申出があり、これを適当と認めて同意審決が行われた。審判開始決定書では、濫用行為者が納入業者にとって重要な取引先で ること、多く 納入業者が濫用行為者との取引の継続を強く望んでいる状況にあることから、上記の要請を拒否 きない立場にあり、優越的地位にあったと認定されている。　
⑬は九州北部の区域における食品スーパー最大手のマルキョウが納入業者に対して行っていた不当な返品、納入








七項に該当するとして、⑯は石川、富山、新潟の三県で百貨店業を展開する大和が納入業者に対して行っていた商品の購入要請、従業員等派遣要請が大規模小売業特殊指定第六項及び第七項に該当するとして、⑰は関東区域を中心に家具量販店及びホームセンターを展開している島忠が納入業者に対して行っていた不当な返品 納入価格の減額要請、従業員等派遣要請が大規模小売業特殊指定第一項、第二項及び第七項に該当 として、⑱は全国的にホームセンターを展開しているロイヤルホームセンターが納入 者に対して行っていた不 な返品、従業員等派遣要請が大規模小売業特殊指定第一項及び第七項に該当するとして それぞれ立件され る。そして、家電量販店最大手のヤマダ電機の場合以外は、何れも市場シェアに言及することなく 売場面積及び売上高が大規模小売業特殊指定備考第一項の要件を充足することから、直ちに納入業者にとっ 重要な取引先であると認定して、備考第三項の「その取引上の地位が当該大規模小売業者に対して劣っていない 認められる 」に該当すると いる。　
⑲から㉓は、二〇〇九年の独占禁止法改正により課徴金制度が導入され、法定類型の優越的地位の濫用に裁量余




員等の派遣要請、不当 利益の提供要請、不当な返品、納入価格の減額要請、商品の購入要請 法定類型に該当するとされた。また、⑳では子供用品量販店最大手の日本トイザらス 納入業者に対して行っていた不当な返品 納入価格の減額要請が、㉑ は家電量販店で当時の売上高が 国第二位のエディオンが納入業者に対し 行っていた従業員等の派遣要請が、㉒では北海道の区域 総合量販店を展開するラルズ 従業員
二四
等の派遣要請、不当な利益の提供要請、商品の購入要請が、㉓では九州地区を中心にディスカウントストアを展開する売上高全国第四位のダイレックスが納入業者に対して行っていた従業員等の派遣要請、不当な利益の提供要請が、それぞれ法定類型に該 するとされた。優越的地位の認定については、課徴金制度導入 よる法定類型化に伴い、何れの事案もガイドラインに沿って、濫用行為者の市場における地位、納入 者の取引依存度 取引先変更可能性など 従来の事案よりも詳細な認定を行っている。　
以上のように、公正取引委員会が優越的地位の濫用に対して法的措置をとった事案では、優越的地位を認定する




















































年　　度 1111 11（1 11（（ 11（1 11（1 11（1
小売業者に対する納入取引 1 11 11 （1 （1 11
卸売業者に対する納入取引 1 1 1 1 1 1
宿泊業者に対する納入取引 1 1 1 11 （1 1
物流取引 1 （1 1 1 1 （
飲食業者に対する納入取引 1 （ （ 1 （1 1
その他の取引 1 1 1 1 1 1
合　　計 11 11 11 11 11 11
出所）　公正取引委員会「平成 26 年度における優越タスクの取組状況」（「平成 26 年















購入・利用強制 1 （ 1 1 1 1 1（
協賛金等の負担の要請 1 1 1 1 1 1 1（
従業員等の派遣の要請 （1 1 1 1 1 1 （1
その他の経済上の利益提供の要請 1 1 （ 1 1 1 1
返品 （ 1 1 1 1 1 1
支払遅延 （ 1 1 1 1 1 （
減額 （ （ 1 （ 1 1 1
取引の対価の一方的決定 1 1 1 （ 1 1 （
その他 （ 1 （ 1 1 1 1
合計 11 （1 （1 1 1 1 11
（注）１つの事案において複数の行為類型について注意を行っている場合があるので，
注意件数（49 件）と行為類型の内訳の合計数（77 件）とは一致しない。
出所）公正取引委員会「平成 26 年度における優越タスクの取組状況」（「平成 26 年
度における独占禁止法違反事件の処理状況について」（2015 年 5 月 27 日）別添）
2 頁。
二八




























制限的な行為が行われることのないよう監視するととも 、価格カルテル、入札談合その他 カルテル、不公正な取引方法等独占禁止法等に違反す 行為に対して、厳正かつ積極的に対処する」として、規制緩和の推進に併せて競争政策の積極的展開を図るこ 明らかにしてきた。そして、毎年改定された規制緩和推進計画の一九九七年三月における再改定以降、 「規制緩和後の市場の公正な競争秩序を確保するため、中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な に対して厳正・迅速 対処 る」とい 表現を盛り込み、大企業による不当廉売、差別対価、優越的地位の濫用 どに対して積極的な運用を行うようになっ いる　
このように、一九九〇年代以降、規制改革と競争政策の積極的展開を一体的に推進するという競争政策重視の方













ンの事案を除いて、積極的 法運用がなされてきたとは言い難い状況にあった。しかし、一九九七年以降、 「中小事業者等に不当な不利益を与える不公正な取引に対して厳正・迅速に対処する」という方針を打ち出され、二〇〇四年度には六件の優越的地位の濫用事案が立件され、その後も毎年度立件され 事案が出ている。そして、二〇〇九年の優越的地位の濫用に対する課徴金制度の導入や二〇一〇年の優越的地位の濫用ガイドラインの公表に続いて二〇一一年には優越タスクが設置され、優越的地位の濫用事案に対する迅速処理がなされ ようになっている。さらには、優越的地位の濫用 関連した取引実態調査も頻繁に行われている。　
近年、公正取引委員会が立件した案件や優越タスクが迅速処理した案件の大部分は納入取引に関するものであり、

























障するものである。この公正な競争秩序が維持された中で事業活動を行う機会を保障され という利益が擁護されるということは、中小企業にとっ 、格別の意味があるといえよう。すなわち、単なる自由な競争が保障される場においては、経済的に大きな力を保有する大企業は、その保有する力を行使して競争上優位な立場で事業活動を展開し、本来は事業者の自主的な判断 より能率的な事業経営を反映した品質と価格における競争（能率 ）が展開されるべきところ 力 大小を反映 た により 能率競争が歪められることとな が、能率競争を歪める行為（競争減殺行為や不公正な競争手段 使用）や競争 前提とな 事業者の自主的 判断を損 う行為（自由な競争基盤を侵害す ともいわれる）を規制することによって 経済的な力を保有していない中小企業であっても、公正で自由な競争が われ 場が確保されるこ を意味する である。　
規制改革が進められるに従って競争政策の役割がいつそう重視されることとなり、従来、競争法（独占禁止法や



























公正取引委員会事務総局編『独占禁止政策五十年史（上巻） 』 （公正取引協 九七 七三頁。
（
8）　
根岸哲「優越的地位の に係る諸論点」 （日本経済法学会年報二七号 二〇〇六 〇頁参照。
（
9）　





































不公正な取引方法を必ずしも捉えるものとはなっていない」こと、また「独占禁止法が禁止している不公正な取引方法は多種多様であって、不公正な取引方法の禁止規定の体系的位置づけについても、不公正な取引方法の実質的要件である公正競争阻害性の内容についても、不公正な取引方法 多様性を反映したものでなければならない」ことを指摘したうえで、独占禁止法研究会報告書を「従来の代表的見解を統合し、再構成すること よっ 公正競争阻害性の内容を明らかにする試み」として捉え、この考え方 支持 ている（根岸哲『独占禁止法の基本問題』 （有斐閣、一九九〇年）一五六頁、一六〇
―
一六一頁） 。その後、多くの概説書でも、この考え方に沿って記述がなされている（例えば、根岸哲・舟田正之『独占
禁止法概説（第五版） 』 （有斐閣、二〇一五年）一八二頁以下、金井貴嗣ほか編『独占禁止法（第五版） 』 （弘文堂、二〇五年）二六三頁以下、岸井大太郎ほか『経済法
―
独占禁止法と競争政策（第七版補訂） 』 （有斐閣、二〇一五年）二八〇頁
以下、川濱昇ほか『ベーシック経済法―独占禁止法入門（第四版） 』 （有斐閣、二〇一四年）一七五頁以下 どを参照） 。
（
18）　











































































































































る。 「百貨店・スーパーの納入業者との取引実態調査」 （一九七九年度） 、 「大規模小売業者の経営実態調査」 （ 九八二年度） 、「大規模小売業者の取り扱うプライベート・ブランド商品の納入取引に関する実態調査」 （一九八四年度） 、 「大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調査」 （一九九四年度） 、 「大規模小売業者のプライベート・ブランド商品の納入取引等に係る実態調査」 一九九六年度） 、 「大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調査」 （一九九九年度、二〇〇二年
三八
度、二〇〇三
















 」 （何れも公正取引七二四号、二〇一一年） 。
（
58）　
深津健二「中小企業と不当廉売規制」 （法学会雑誌五五巻二号、二〇一五年）三八頁、同「差別対価規制―中小企業政策
としての意義と課題」 （法学会雑誌五六巻一号、二〇一五年）一八六頁。
